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１．有明海における有明海沿岸４県と国が協調した二枚貝類等の再生に向けた取組

環境省に設置された有明海・八代海総合調査評価委員会(現：有明海・八代海等総合調
査評価委員会)の報告(H18年度)では、再生の目標として二枚貝類等の生産の回復を図り、
ノリ養殖生産と二枚貝類等の安定的な生産を確保すべきことが掲げられた。

このため、平成27年度から、有明海沿岸４県と国が協調した調査・実証等の取組を通じ
て有効な対策の検討を行い、より効果的な漁場環境の改善に向けた事業の実施につなげ、
二枚貝類等の資源回復の加速化を図るため、毎年度、「有明海漁場環境改善連絡協議会」
において漁業者の意見を伺いながら、①浮遊幼生調査、②漁場環境改善の実証、③増養殖
技術の開発、④漁場環境改善の事業といった取組を実施してきた。

これらの取組を踏まえ、平成30年度以降は以下の基本的な考え方に基づき、取組を進
めている。

〇 タイラギやアサリの広域的な浮遊幼生ネットワークの形成による再生産サイクルの
構築に向けた取組を進めることとし、稚貝の移植や着底環境の改善に重点的化

○ タイラギについては、浮遊幼生等を増加させる必要があるため、関係機関が連携して
移植に必要な人工種苗の生産体制を構築

〇 その他の魚種については、これまでの成果等に応じ、取組内容や各県の関心の高い
重要魚種への選択と集中により、有明海特産魚介類の各県の資源回復に向けた取組を推
進

経緯・概要

平成30年度以降の取組の考え方
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２．平成29年度までの取組の主な成果

浮遊幼生の確認

〇 有明海沿岸４県が協調した浮遊幼生・

着底稚貝調査により、主に有明海湾奥

部、緑川河口域で浮遊幼生を確認する

とともに、浮遊幼生の出現密度は低い

ものの増加傾向にあることを確認

垂下飼育技術の進展

〇 タイラギの人工種苗生産に民間と連携して取組み、平成29年度に約

11万個体の着底稚貝の生産に達成し、初めて10万オーダーでの生産に

成功（長崎県）

人工種苗の生産・移植技術の進展

〇 海中育成ネット

に入れて移植した

タイラギは、１年

後も６～８割が生

残することを確認

（福岡県）

被覆網による食害防止

〇 海底に移植したタイラギを食

害防止ネットで保護すると、７

割以上が生残することを確認

（佐賀県）

平成29年 D型幼生初期（6～9月）

単位：個体/㎥

（食害防止ネット）

●海中育成ネット区

●直植え区（対照区）
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海中育成ネットと直植えでの生残率の比較
（平成２７年）

（タイラギの人工種苗８㎝）（タイラギの人工種苗～２㎜）

タイラギに関する取組
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○ 有明海沿岸４県が協調した浮遊幼生・
着底稚貝調査とシミュレーションによ
り、有明海ではアサリ浮遊幼生の広域
的な供給関係があり、特に有明海東側、
諫早湾で多く浮遊幼生が分布している
ものと推定

網袋による採苗効果

〇 網袋内のアサリ稚貝の密度は未

設置区の約60倍であり、網袋に

よる採苗効果を確認

〇 市販の基質（ケアシェル）と砂

利で採苗効果に大きな違いは見

られなかった（長崎県）

被覆網等による食害防止

〇 被覆網を敷設しない場合のア

サリの生残率が46％に対し、被

覆網を敷設した場合の生残率は

85％であり、食害防止効果を確

認（熊本県）

保護区設置による効果

〇 保護区の設定や稚貝の移

植・放流による密度管理に取

り組み、平成29年10

月の推定資源量は３

年前の34倍に増加

（福岡県）

採苗袋は約60倍の密度で着底
（地盤高0.5ｍにおける対照区との比較による）
採集アサリ密度（一袋面積 0.3*0.5=0.15m2で計算）

資源量及び漁獲量

被覆網設置状況

ケアシェル：市販のカキ殻固形物
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アサリに関する取組

網袋による採苗効果

浮遊幼生のネットワークの推定
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広域的なネットワークの形成に向け、有明海全体において、３年間で合計２万個体※の母貝団
地の造成を目指す。このため、関係機関における人工種苗生産体制の整備、種苗生産・中間育成
技術の向上、移植の拡大に取り組む
※近年最も多くの浮遊幼生が発生した平成20年の推定浮遊幼生量の約２倍の浮遊幼生の発生が期待できる母貝数

３．平成30年度以降の取組

タイラギに関する取組
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広域的な再生産サイクルの形成に向け、漁場環境改善手法の適切な組合せにより、有明海全体で

十数箇所の母貝場造成の取組を推進する。併せて、安定的な再生産サイクル形成に必要な母貝量の
把握と、個々の技術的課題に係る技術開発や実証事業に取り組む

重点エリアの設定

有明海のアサリ等の生産性向上実証事業の想定エリア

有明海漁業振興技術開発事業の想定エリア

有明海特産魚介類生息環境調査の想定エリア
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握

糸岐川河口

筑後川他河口

荒尾・長洲沖

諫早湾北部

諫早湾南部
岱明地先

白川河口

緑川河口

アサリに関する取組
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※バイオロギング：バイオ（生き物）＋ロギング（記録する）。生き物に記録計を付けて生物の活動状況等を把握すること
※環境DNA解析：生物の皮膚（ウロコ），糞尿，粘液など水中に存在するDNAを用いて、生物量等を把握すること

〔超音波発信機（体内装着）〕

〔小型記録計（体外装着）〕

・来遊量の推定
・天敵生物の把握
・餌の特定

漁業者の協力による回収

【解析項目】
・水温 ・来遊水深
・移動経路 ・分布状況
・来遊量 ・行動生態 等

未然の食害対策適地での捕獲

～想定される活用の例～

○漁船及び観測櫓に取り付け
た受信機から観測データを
サーバーに送信

○スマホ等でリアルタイムで
漁業者等へ情報提供

胃内容物
・アサリ
・ハマグリ
・タイラギ 等

DNA分析

環境ＤＮＡ解析

〔観測櫓（固定局）〕

〔漁船（移動局）〕

〔観測ブイ（固定局）〕

○サーバーに観測データを集
約し、リアルタイムデータと併
せて解析

〔漁船（移動局）〕

［リアルタイムデータ］
※超音波受発信機

［回収データ］
※データロガー

○ ナルトビエイに小型記録計や発信機を装着し、移動状況を調査（バイオロギング）
○ また、DNA分析技術を用いてナルトビエイの生息量等を把握（環境DNA解析）
○ 得られたデータについては、スマホ等で漁業者に情報提供し、より効果的な対策への活用を期待

ナルトビエイ来遊状況把握の取組ナルトビエイ来遊状況把握の取組

バイオロギング データ集約・解析、情報提供
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凡 例
クルマエビ
マガキ
アゲマキ
ウミタケ
ガザミ
エツ
ハマグリ
マコガレイ
ﾎｼｶﾞﾚｲ・ﾋﾗﾒ・ﾄﾗﾌｸﾞ
藻類

：●
：●
：●
：●
：●
：●
：●
：●
：●
：●

佐賀県 福岡県

長崎県 熊本県

ガザミ

アゲマキ

ウミタケ

マガキ

ホシガレイ

エツ

ヒラメ

トラフグ

ハマグリ

クルマエビ

マコガレイ

藻 類

その他魚種の取組
（実施海域イメージ）
その他魚種の取組
（実施海域イメージ）
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